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研究成果の概要（和文）：本課題では在宅ベースのWeb 調査を活用した複数データベースの統合利用によるデー
タフュージョン型調査手法の開発を行う．具体的には，１）既存の純流動調査との統合による季節変動の把握，
ならびに，２）携帯電話のGPS ビッグデータとの統合による需要推計を検討した．
分析の結果，特に鉄道サンプルに関して，個人属性調整によってOD表の異同を説明することは，やや困難だっ
た．特にこれまでの交通需要調査で留意されていなかった発地別のトリップ発生頻度への配慮が必要である．さ
らに携帯電話位置情報を既存調査の代替手法として交通需要調査に用いる場合，数日以上の期間でデータを取得
して推計結果の安定性を確保する必要がある．

研究成果の概要（英文）：In this study, we developed a data fusion type survey method by integrating 
multiple databases utilizing home based web survey. Specifically, we examined seasonal fluctuation 
by integration with existing net flow survey, and demand estimation by integration with GPS big data
 of mobile phone.
As a result of the analysis, it was somewhat difficult to explain the differences in the OD table by
 adjusting the individual attributes, especially for the railroad samples. In particular, 
consideration must be given to the frequency of trip occurrence by each origin. Furthermore, when 
cellular phone location information is used for traffic demand survey as an alternative method to 
existing surveys, it is necessary to acquire data over a period of several days or more to ensure 
the stability of the estimation result.

研究分野：土木計画学
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１．研究開始当初の背景 
旅客の真の出発地と目的地を把握できる幹
線旅客純流動調査は，わが国独自の調査体系
であり，非集計行動モデルなどの構築による
価格弾力性の推計が可能な質の高いデータ
を提供してきた．しかし近年，旅客需要の季
節変動やトリップ発生原単位，および旅行頻
度の把握などのデータニーズへの対応が困
難な点が指摘されており，新たな調査方法の
開発が急務となっている． 
本課題では，在宅ベースのWeb 調査を活用
した複数データベースの統合利用による新
たな純流動調査，すなわちデータフュージョ
ン型調査手法の開発を行う．具体的には，１）
既存の純流動調査との統合による季節変動
の把握，ならびに，２）携帯電話の GPS ビ
ッグデータとの統合による需要推計につい
て検討を行い，平成 32 年度調査への適用を
念頭に成果をとりまとめる． 
 
２．研究の目的 
 幹線旅客純流動を把握する調査手法は，従
来の紙媒体による聞き取り調査のほか，様々
な調査手法を取りうる．本研究では，在宅者
に対する回顧式の Web 調査を実施して，幹
線旅客純流動調査の結果との比較を試みる．
また NTTDocomo が発行する携帯電話位置
情報を集計した幹線旅客純流動ODとの比較
を行う．これらの調査結果から，3 調査の旅
行特性の異同を明らかにする． 
 
３．研究の方法 
在宅者を対象とする Web 調査は，季節変動
を把握するため複数回の実施として，過去 3
か月の旅行実績を回顧させる形式の調査と
して実施した．調査対象者は，株式会社イン
テージを通じて募集を行った．なお予算制約
から，対象者は南関東在住者に限定した．ま
た同一人のトリップ特性を明らかにするた
め，個人IDを付したパネル調査を実施した．
表 1に調査の概要を示す． 
 

表 1 Web 調査の概要 

調査年

月：調査

対象期

間 

調査年月 ： 調査対象期間 

2015年 8月 ：2015年 4~6月 

2015年 10月：2015年 7~9月 

2016年 1月：2015年 10~12月 

2016年 4月 ：2016年 1~3月 

調査対

象者 
20歳以上で南関東在住者 

調査項

目 

性別，年齢，職業，旅行目的，出発

地，目的地，旅行回数，目的地，利

用交通機関等 

回答者 延べ 34,534人，正味 12,310人 

携帯電話位置情報からの幹線旅客純流動の
把握は，NTTdocomo とデータ作成方法を協議
の上，次の手順によって作成した． 
１）携帯電話契約地を発地とみなす． 
２）調査対象日の正午に滞在する地点を目的
地とみなす． 
幹線旅客純流動調査との比較を念頭に平日
と休日のそれぞれに関してデータを取得し
た．その結果，2015 年 10 月 21 日（水）と同
24 日（土）についてデータ作成を依頼した． 
 
４．研究成果 
１）Web 調査の旅行特性)表 2に，web 調査か
ら得られる旅行回数の季節変動に関する仮
説検定結果を示す． 
 
表 2 仕事目的トリップの集計結果 
季節別仕事目的旅行回数（トリップ） 

 
春 夏 秋 冬 

サンプ
ル数 

5,917 4,853 4,694 4,194 

旅行回
数 

15,148 12,921 11,866 10,273 

平均旅
行回数 

2.560 2.662 2.528 2.449 

帰無仮説：平均旅行回数に差がないに対する 
t 検定結果（数値は有意水準） 

 
春 夏 秋 冬 

春 100.0% 15.5% 67.3% 13.3% 

夏 ― 100.0% 8.3% 0.5% 

秋 ― ― 100.0% 32.2% 

冬 ― ― ― 100.0% 

 
表 3 観光目的トリップの集計結果 
季節別仕事目的旅行回数（トリップ） 

 
春 夏 秋 冬 

サンプ
ル数 

8,684 8,500 6,273 5,531 

旅行 
回数 

12,220 12,424 9,095 7,879 

平均旅
行回数 

1.407 1.462 1.450 1.425 

帰無仮説：平均旅行回数に差がないに対する 
t 検定結果（数値は有意水準） 

 
春 夏 秋 冬 

春 100.0% 0.7% 5.0% 42.8% 

夏 ― 100.0% 62.3% 13.1% 

秋 ― ― 100.0% 32.0% 

冬 ― ― ― 100.0% 



 
表 2 および表 3 は，サンプル数と旅行回数，
平均旅行回数について，旅行目的別に集計し
た結果を示している．両表から明らかなよう
に，サンプル数自体は調査を繰り返すことに
よって，徐々に減少しており，パネル消耗の
影響がみられる．また平均旅行回数の季節変
動は，仕事目的の方が大きい．仕事目的トリ
ップの季節変動の特徴は，夏に最大，冬に最
小，春と秋には中間的な値を示すパターンと
なっていた．季節間の平均トリップ数の有意
差に関しては，夏と冬の間のみ有意な差がみ
られた．観光目的トリップの平均旅行回数は，
夏に最大，春に最小，秋と冬は中間的な値と
なり，仕事目的とは異なる傾向を示した．季
節間の平均トリップ数の有意差に関しては，
春と夏，および春と秋のみ有意差がみられた．  
 さらにデータ集計を進めたところ，仕事目
的では地方を代表する道府県への旅行回数
が多い一方で，観光目的では，南関東近隣へ
の旅行回数が多いことが明らかとなった．さ
らに，仕事目的，観光目的で，南関東を発地
とする旅行目的地の空間分布は大きく異な
るが，旅行目的別の旅行目的地の空間分布の
変化は小さいことが明らかとなった．ただし，
季節ごとの旅行目的地のトリップ数の増減
は，やや異なっていた．すなわち旅行頻度の
低い目的地のほうが，旅行頻度の高い目的地
よりも変動が大きいことが明らかとなった． 
  
2）OD 表間の異同 
調査別に OD 表を作成したのちに，非負値
行列因子分解による分析を試みた．非負値行
列因子分解は，カウントデータなどの正値の
みをとる行列データに対して，発値に関する
パターンと着地に関するパターンを算出す
る手法である．本研究では，2018 年 1月時点
で，2015 年に実施した幹線旅客純流動調査の
結果が公表されていなかったため，2010 年に
実施した幹線旅客純流動調査，2015 年に実施
した Web 調査，および 2015 年に計測した携
帯電話位置情報の 3調査手法に関して，それ
ぞれ南関東を発地とする都道府県間 OD 表を
作成して，それぞれの異同を確認した．なお
3調査は，観測サンプル数が全く異なるため，
単純な比較を行うと見かけ上の観測数が多
い純流動調査に卓越するパターンのみが抽
出される危険性がある．そこで分析に先立っ
て，各 OD 表の総観測トリップ数が同一とな
るように基準化を行って，純粋にトリップパ
ターンの異同のみを分析対象とした． 
3 調査に非負値行列因子分解手法を適用し
たところ，純流動調査と Web 調査の OD 分布
は，発地・着地とも非常に似通っていた．一
方で，携帯電話位置情報から作成した OD 表
のみが全く異なるパターンを示すことが明
らかとなった．これは，主に携帯電話位置情
報の計測期間を1日に限定したことによる影
響と考えられるが，低頻度 OD 調査特有の困 
航空利用者／上段，鉄道利用者（下段） 

図 1 パターン間の類似性（目的地） 
 
難さを示していると思われる． 
幹線旅客純流動調査とWeb調査については，
それぞれ個人属性が観測できる．よって，ト
リップ特性の違いをもたらす原因が，個人属
性の違いによる可能性は否定できない．この
点についてより詳細に検討するため，純流動
調査をWeb調査の標本傾向を説明する傾向ス
コアモデルを推定して，個人属性のマッチン
グをおこなった．この結果，純流動調査と Web
調査で個人属性をマッチングした純流動調
査から得られる OD 表，純流動調査と Web 調
査で個人属性をマッチングできなかった純
流動調査から得られる OD 表，純流動調査と
個人属性をマッチングしたWeb調査標本から
得た OD 表，ならびに純流動調査と個人属性
がマッチングできなかったWeb調査標本から
得た OD 表の 4OD 表を得た．これら 4OD 表に
ついて，利用交通機関別に非負値行列因子分
解を適用して，需要特性の異同を確認した．
目的地パターンの類似性を図 1に，発地間の
類似性を図 2に示す． 
図 1より，航空利用者ではパターン間の類
似性が高い一方で，鉄道利用者ではパターン
間の類似性が低い．これは，航空利用者の発
地の違いは南関東に限定されているため，航
空移動が一般的な移動距離に対して，あまり
大きな違いとなって現れなかったためであ
り，妥当な結果と思われる．これに対して，
鉄道利用者のパターン間の違いは大きかっ
た．これは南関東といっても地域別に結びつ
きの強い目的地が異なるためと考えられる． 
図 2より，航空利用者・鉄道利用者にかか 



 
航空利用者／上段，鉄道利用者（下段） 
図 2 調査別発地間の類似性 

 
わらず，発地間の類似性は低い結果となった．
これは，地域別発生トリップに関して，空間
的な異質性が強いことを表していると考え
られる．航空利用者と鉄道利用者では，前者
が個人属性マッチングに関わりなく調査票
間の違いが大きい傾向が見られたのに対し
て，後者では調査手法間の違いも現れるとい
う結果が得られた． 
 得られた知見を総合すると，特に鉄道サン
プルに関して，個人属性調整によって OD 表
の異同を説明することは，やや困難だと結論
付けられる．すなわち Web 調査に基づいて総
需要を抽出する方法ではなく，調査手法間の
特性に留意したデータフュージョンが必要
だと思われる．特にこれまでの交通需要調査
では，比較的均質だと考えられていた発地別
のトリップ発生頻度に関して，より注意深い
モニタリングが必要だと考えられる．さらに
携帯電話位置情報を既存調査の代替手法と
して交通需要調査に用いる場合，本研究のよ
うにもともと発生頻度が低い都市間旅客需
要の推計を行う場合には数日以上の期間で
データ取得することで，推計結果の安定性を
確保する必要性が明らかとなった． 
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〔その他〕：2018 年 3月 30 日に，土木計画学
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